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Summary

　近年， 厳 しい 競争環境か ら，企業 は相互 依存関

係 の適切な管理 を必要 として い る 。 そ の なか で ，

ミニ
・プロ フ ィ ッ トセ ン ター （MPC ）に代表さ

れ る 自律的調整活動 を促す仕組みが 注 目されて

い る 。 そ こ で本稿は
， 経時的ケ

ース ス タ デ ィ を通

じて ，擬 似 MPC の相互依存関係マ ネジ メ ン トへ

の 役立ちにつ い て 考察 した 。 結論 と して，擬 似

MPC は導入経緯に お い て順機能 と逆機能の両側

面 を有する こ とを明示ずる 。
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1　 は じめ に

　近年，小規模組織 を プ ロ フ ィ ッ トセ ン タ
ー
化

す る分権型経営手法 と して
，

ミニ ・プ ロ フ ィ ッ ト

セ ン タ
ー

（以下 ， MPC ）が注目されて い る 。 MPC

で は，エ ン パ ワ メ ン トを促進 し， 人材育成や 収益

性意識を醸成す る こ とが期待 され る （菅本 ・伊

藤，2003；谷 ，
1997；谷 ・三矢，1998；三矢 ， 1997、

2003；吉 田
・松木，2001；Cooper，1995；Kaplan

and 　Cooper，1997）。

　MPC の リーダ
ー

は，上意下達の 物量目標の 達

成 を目指すの で は な く，積極的に情報収集，意思

決定を繰 り返 し，MPC の 採算性向上 を 目指す 。

た だし，プロ フ ィ ッ トセ ン ターと し て の 十分な

要件 を満た す こ と な く，
コ ス トセ ン タ

ーを擬似

的に プ ロ フ ィ ッ トセ ン ター化す る事例 もあ る。

そ の場合に も，現場の リーダ
ー

たち は ， 依存関係

の ある部門 との 自律的 な交流 を図 り，採算性 を

向上 させ る こ とが期待 され て い る。

　つ まり，MPC は，伝統的 な責任会計の 考え方

に 反 し，自律的調整活動に よ っ て部門間の相互

依存関係の マ ネジ メ ン トを強化する仕組み と も

い える 。
こ うした相互依存関係 を積極的に 展開

する マ ネジ メ ン ト・コ ン ト ロ ール ・シ ス テ ム （以

下 ，
MCS ）や 管理 会計情報の 用 い 方に つ い て ，そ

の 変革 プ ロ セ ス を研究す る こ とが 重要で ある

（小林，2001）Q
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　そ こ で 本稿で は，擬似 MPC 導入 ω の 経時的

ケ
ー

ス ス タ デ ィ を通 じて ，相互 依存関係の マ ネ

ジ メ ン トを強化す る仕組み と して の 擬似 MPC の

効果 ， 逆機能につ い て論 じる 。

ll 相互依存関係マ ネジメン

　　　トの先行研究

　 組織内部の 相互依存性 と組織 デザ イ ン の 問題

は，古 くか ら取 り組 まれ て い る 。 Thompson

（1967）は，相互依存性 を
， ある部門が職務の 遂

行に お い て 他 の 部門 に依存す る程度 と定義 し，

集積的，順序的，双方向的と い う3類型に 分類 し

て い る Q

　 Macintosh　and 　Daft（1987）は ，こ の 分類に依

拠 して ，部門間 の相互 依存性の 程度と利用 され

る管理 会計 シ ス テ ム の 特徴 との 関係に つ い て 調

査 した 。 そ の 結果 ， 部門間の 相互 依存性 が双方向

的な状況で は ，標準的業務手続や業務予算は あ

まり利用 されな い こ とと，定期的な業績報告情

報は，上位者に よる モ ニ タリ ン グ の た め で は な

く ， む しろ部門 に お ける計画策定や 調整活動 の

た め に利用 され て い る こ と を確認 した 。

　 また，相互依存性 と情報 に関する研究で は ，相

互依存性 を高め るため に適切 な情報の 提供 ・利

用が重要で ある こ とを示 して い る。例 えば，意思

決定に有用 な プロ セ ス 情報の提供 は，業績向上

を目的とする部門内 ・間の 水平的 な調整活動 を

促すこ とが実証 され て い る （Banker 　et 　al
．
1993；

Drake　et　aL ，1999；Scott　and 　Tiessen，1999）。 ま

た，現場 の人 々 が容易 に理解で きる会計情報 を

提供す る こ とが，業績へ の 影響を知覚 させ
，
上位

者 との 意味の ある対話を可 能に した事例 も報告

され て い る （Nilsson　and 　Rapp，1999）。

皿　研究目的と調査方法

　以上の 先行研究 を受けて ， 本稿で は
， MPC や

そ れ が もた らす管理 会計情報の 機能 と し て
，

い

か に相互依存 関係の マ ネ ジ メ ン トを強化する の

か を探求する 。

　こ の研 究目的の ため に，擬似 MPC を導入 した

東証
一

部上 場の 電子部品 メ ーカ ー
（A 社）に お い

て ，2年以 上 に渡る経時的ケース ス タ デ ィ を実施

した 。 イ ン タ ビ ュ
ー
調査は 2001年 4 月 3 日 に 同

社 の経営企画室な らび に 業務改革推進本部の 協

力を得て 開始 され た 。 その 後，複数の ミ ドル な ら

び に ロ ワ
ー

の マ ネ ジ ャ
ー

を対象 と し て ，擬 似

MPC の 導入経過 に つ い て の 観察を重ね，現在 も

調査 を継続 して い る 〔2）。

】V　A 社に おける BC 制度の

　　　概要

1． BC 制度の導入背景と目的

　電子部品産業で は，製品売価の 下 落が 速 く， 受

注 ・納品量 の 変化が激 しい
。 A 社 も例外 で は な

く，売価 の 下 落に製造 コ ス トの 削減が追 い つ か

な い とい う課題 を抱 えて い た 。 そ の ため ，製品売

価の 変動 を生 産現場 に迅速 に 伝える こ とで ，原

価削減活動 に反映させ るだ けで な く，収益性意

識 を醸成 させ る必要が あっ た 。 そこ で
， 2000年

4 月に
， 戦略的事業 目標と して 「市場売価 に追 い

つ く原価削減の 達成」を掲げ ， 擬似 MPC で ある

プロ ッ ク カ ン パ ニ ー （以下，BC ）制度を導入す

る こ と となっ た 。

　また
，
A 社で は 以前 よ り， 全員参加に よ る 人 と

設備の 体質改善を目指す TPM （Total　Produc −

tive　Maintenance）を実践 して きた 。
　 TPM に よ

る改善活動を通 じた人材育成 の
一

環 と して ，主

任 ・班長 ク ラ ス に経営の 視点 を持 っ て もらうこ

28 原 価 計 算研 究 2004Vd ．28　No．2

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japan Cost Accounting Association 

NII-Electronic Library Service 

The 　Japan 　Cost 　Aooounting 　Assooiation

ミ ニ ・プ ロ フ ィ ッ トセ ン タ
ー

の 相互 依存関係マ ネジ メ ン トへ の役 立ち

とも考えて い た 。

　 したが っ て ，A 社の BC 制度 の 導入 目的は ，戦

略的事業 目標の 達成に 向けた現場 レ ベ ル の 収益

性意識 の 醸成 と人材育成の 点に あ っ た とい える。

2．BC 制度 による組織体制

　A 社 に は ，電子部品事業部な どの 5つ の事業部

が あ り， 各事業部の 製造 ラ イ ン ご と に複数の BC

が設置 され て い る 。 BC 制度は，　 A 社が試行錯誤

を繰 り返 しなが ら独 自に 開発 した もの で ある 。

以前 よ り， 製造 ラ イ ン の 各工 程 を機能ご とに 4，

5つ に束ね ，
ひ とつ の ブ ロ ッ ク とみ な して管理 し

て きた 。 BC 制度で は新た に採算の 視点 を加え，

各 ブ ロ ッ ク を仮想会社 と し て 扱 うこ とに した 。

ただ し，BC には外部市場 へ の ア ウ トプ ッ トの 販

売は認め られてお らず，後述する よ うに ，委譲 さ

れる権限 も限定的 で ある 。 こ の意味で BC は プ ロ

フ ィ ッ トセ ン タ ー
して の 十分な 要件 を満た して

い な い 擬似 MPC で ある 。
　 BC の 区分は 固定的 な

もの で は な く，
工 程の 構成 を組 み替え る こ と に

よ り， 合併 ・分離をす る （現在の BC 総数 48 で

ある）。 また，フ ロ ア面積 の 制約か ら，生 産能力

不足を補 うため に類似機能の BC が他の 場所 に も

存在 して い る 。 こ の他 に も， 製造 ライン の保守点

検等を行 う間接 BC が ある 。

　各 BC の 社長 （以 下，　 BC 長）は ，主任 や主任

代理が 担 い
， 複数の BC を担当する顧 問は課長級

が担 っ て い る （図表 1参照）。 た とえば，B 事業

部 にお ける BC の メ ン バ ー数は，最大 38 人 （う

ち半数が契約社員），最少 11人 （うち契約社員 3

人 ）で あっ た （3）。

　各ブ ロ ッ ク の 前 に は ，ス トア と呼ばれ る仕掛

品の 順番 を並び替える ス ペ ース が確保 され て い

る （図表 2参照）。 A 社の 製造する電子部 品は多

品種で ，生 産工程 は長い 。 加 えて ， 多 くの 製品を

混流生産する なか で ，毎日，顧客か ら確定納品量

の 連絡 を受ける状況 に ある 〔4｝。 その た め ，ス ト

ァ は ，突然の 生産計画の 変更 へ の 対応 や ，生 産の

図表 1　 BC 制度の 組織体制 （B 事業部の例 ）

複数 の BC を

担当する

メン バー
数

最小：11名
最大 ：38名B 事業部

ブロックカンパ ニ ー

　　　収支会議

（事業部長・製造 部長 ・

　　 BC 長など）

顧問

社長 社長 社長

8880BC　8
　 0
メ ンバ ー

　8
日C

8888BC

■ 　 唇 　 ■
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平準化 の ため の 調整弁と して機能して い る 。 こ

の ス トア に ある仕掛品，消耗品 な ど も，各 BC 長

の 管理 対象とな っ て い る。

3．BC 長の 業務 と権限

　BC 長の主 な業務 目標 は，　 BC の 利益 の 増大で

ある。BC 長は ， 月次損益計算書の 作成 と ， 週 次

の 予算管理 の た め に損益分岐点分析 を行 う。 そ

の ため に，総原価 ，利益額，リ
ー

ドタイ ム 等の 情

報 を作成 ・活用 して い る。こ の BC 業績の 報告，

評価，対策を 目的 と して ，製造部長 を中心に月 1

回 ， 多い ときに は週 1回の BC 収支会議が 開か れ

る 。

　 ただ し，BC 長 の 主 な権限 は，日 々 の 生産活動

に お ける人 の 貸 し借 りに 限 られ る （51。人 の貸 し

借 りは
， 主 に類似工程や前後工程 の BC を対象 と

して 行 われ る 。 また，BC 長は，業務量 に 応 じて ，

契約社員に ワ
ー

ク ・シ ェ ア リ ン グや勤務時間の

短縮を行 うこ ともあ る。一
方，BC の 週次生産 量

や 設定売価は，生産管理部 に よ っ て指示 され る 。

したが っ て ，BC 長 の 管理 ポ イ ン トは，「（加工 な

どの ）ロ ス 」と 「（人 の貸 し借 り等に よる）人 件

費」 の 削減に ある とい え る 。

4、BC 制度の損益計算

　続 い て ，BC 制度の 損益計算方法 につ い て 説明

す る 。 まず，各 BC の 売上高は毎月計算 される 。

当月にお い て 想 定され る全 BC の 売上 高 （み な し

売上高）は ，当月事業部実際売上 高か ら事業部粗

利益，販売費お よ び
一般管理 費，事業部チ ャ レ ン

ジ利益の 相当額 を控除 して計算す る （（b）式）。

こ うして 算出された全 BC の み な し売上高に，製

品 へ の 各 BC の 付加価値 （貢献度）を見積 もる こ

と に よ っ て 決定 された付加価値係数 〔6） を掛 け合

わせ る ことで ，各BC の み な し売上 高は計算され

る （（a）式〉。

〔a｝各 BC の み な し売上 高

　 ＝ 全 BC の み な し売上 高x 付加価値係数

（b）全 BC の み な し売上 高 ＝ 事業部実際売上 高

　　　　　　　　　
一
事業部粗利益

　　　　　　　　　 一販売費お よび
一

般管理費

図表 2　BC 制度の 生産体制

生産管理システム

着手指示 ブロ ッ クの 基本情報

　　完了情報

BC

匝 ］⇒

　　機 能 （ブロ ッ ク）

匳］［国 ［垂］ 仕掛品

運 搬
（加 工 ）

BC

着手指示
ブロ ックの基本情報

　　完了情報

巨ヨ⇒

機能（ブロ ック ）

匳］［工 程］国 圈
（加工 ）
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ミニ
・プ ロ フ ィ ッ トセ ン ターの 相互 依存 関係マ ネ ジ メ ン トへ の 役立 ち

一チ ヤ レ ン ジ利益総額

　なお ，
チ ャ レ ン ジ利益総額 は

， 製品価格の 下 落

に 対応す るた め に
， 各 BC 長が 設定する BC 目標

利益の合計である 。 こ れ を控除する こ とで ，損益

計算の 開始時 にお ける全 BC の 総費用は，全 BC

の み な し売上 高よ りも常 に大 き くなる 。 した

が っ て
， 各 BC は必ず赤字か らス タ ー ト し

， 黒字

化 を目指す仕組み とな っ て い る。BC は で きる だ

け早急 に黒字化する ように 要求され るた め，ス

ピー
デ ィ な原価低減の 達成が 意識 され る 。

　 また ， 市場売価が下落 した場合，各 BC の み な

し売上 高は ，下 落後の 売価 を基準 と して 計算さ

れ る。それ ゆえ ， 営業部門か ら売価下落の 知らせ

を受け た BC で は
， 売上高の 減少 とそれ に伴 う採

算の 悪化が 認識され，売価下落の 影響 を上 回る

原価低減の 必 要性が強 く意識 され る こ とになる 。

一
方，付加価値係数は チ ャ レ ン ジ利益の 達成を

測定する ため に ，
一

定の 期間は据え置か れ て い

る a また，そ の 改定は半年ご と に行わ れる 。

　次に，各 BC の 製造原価 は
，（c 》式 に よ り計算 さ

れ る 。 間接費 の 配賦 は
， 細か い 配賦基準の 設定を

心 掛 け て い るが ，配賦基準の 設定が 困難 な も の

に つ い て は操業度基準で 配賦 して い る 。 他の BC

か ら人 を借 りた場 合に は，その 労務費は借 りた

BC が負担する 。

（c｝各 BC の 製造 原価＝直接費＋ 外注費＋ 間接費

　こ の よ うに算出 され る各BC の 製造原価の 総和

に ， 事業部粗利益 と販売費お よ び 一般管理費を

合算する と，事業部全体 の 売上高の 近似値 とな

る （（d）式）。 左辺 と右辺 が完全 に は 一致 しない の

は ，扱 う製品の種類が多い た め，製品群の 平均売

価か らみ なし売上高 を算定 して い る点や実売価

格の変動などの ためで ある 。

（d》事業部売上高 ≒ 全 BC の 製造原価 ＋ 事業部

　　　　　粗利益 ＋販売費お よ び一般管理費

図表 3　事業部売上高と各 BC 売上 高の 関係

事業部粗利益

販売費および 一
般管理 費

チャレ ンジ利益の 総額

間接 BC の 売上
事
業
部
の

売
上

各BC の みなし売上

7

ク

〃
全 BC の

みなし

売上

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

V　 BC 制度の導入効果 と逆

　　　機能

1．導入 の効果

　調査 期間 にお い て
，
A 社は BC 制度の 導入 に よ

り成果 をあげて い る こ と を観察で きた 。 まず，コ

ス ト面 に お い て は ，BC 長が主導する 「（加工 など

の ）ロ ス の削減」や 人の 貸 し借 りに よ る 「人件費

の 削減」な ど に よ っ て
， 全 BC の 集計 で 製造 原価

の 約 3割を低減 した。加えて ，BC 長間の 話 し合

い に よ り，副資材 の 共通化や ス ト ッ ク の 共有化

を実現 し，発注量 を約 4割減 らした 。

一
方，品質 ・

納期面で も，良品率，納期遵守率の 向上 とい っ た

成果 をあげて い る 。
こ うした成果 は

，
BC 制度導

入に よ る リ
ー

ダ
ー

の 意識変化，重点管理の 実現，

コ ミ ュ ニ ケ
ーシ ョ ン の 円滑化 に よる とこ ろが大
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きい と考 えられる 。

（1）リ
ーダー

の意識変化

　 BC 制度の 導入効果 と して
， まずは

， リ
ーダー

で ある BC 長 の 意識変化が顕著で あ っ た 。
　 BC 長

X 氏は 「BC 制度が導入 され て か ら，自分 の 担当

す る BC の 収益性 をか な り意識する よ うに な っ

た 。 BC 制度で は現場 レ ベ ル で 収支 を把握する こ

との効果が大 きい 」と述 べ て い る 。 市場の動 向を

意識する こ とで ，
コ ス ト削減以上 に ，

い か に して

収益性 を改善 させ る の か に つ い て 現 場 レ ベ ル で

対話す る よ うにな っ て い る 。 A 社は BC 制度導入

以前から，BC 長 を担 う主任 ク ラ ス 全員が工程別

原 価計算の 知識 を有 し ， 原価情報を利用 して い

た 。 導入後 ， 損益計算書等を作成する よ うに な っ

た BC 長は，自ら作成する会計情報 に オーナー

シ ッ プを持 ち，収益性意識の もと BC の 黒字化 に

向けて PDCA サ イク ル を廻 して い る 1η 。

　こ うした収益性意識の 醸成は
， BC 制度導入の

主 目的で あ り， そ の 効果 が 現 れ て い る 。 しか も
，

現在で は
，
BC 長は週次の 予算管理に お い て 損益

分岐点分析 を着実 に 実施 しつ つ あ り，
BC 制度が

定着 して きた こ とを示 して い る 。

　ただ し
，
BC 制度が 定着 に い た る ま で の プ ロ セ

ス に お い て ，BC 長や顧 問か ら全 く抵抗 が なか っ

たわ けで はない 。 「当初 （導入後 1〜2年頃），
BC

は仮想会社で ある ため
，
BC が赤字で あろ うと黒

字で あろ うと （個人の業績評価や 報酬に）関係が

な い とい う点に不満が存在 し て い た」 と顧問の

Y 氏 は述 べ て い る （8｝。 そ こ で ，BC 長 と顧 問の 個

人賞与に ，BC へ の貢献や BC の 業績を連動 させ

る 目標管理制度が導入 された   。 そ の ため
， BC

長はBC へ の取 り組み が 事業部業績へ 与 える イ ン

パ ク トを，よ り一層 ， 意識する よ うになっ た。

（2）重点管理の実現

　 2 つ め は，戦略的 目標を達成する ように ，重要

な管理事項に 組織の 注意 を向け させ る とい っ た

重点管理 の 実現で ある 。 現行の BC 制度の 導入 に

先立 ち，複数の 製造工程 を機能 ご とに区分 した

ひ と つ の ブ ロ ッ クへ と束ね た 。 よ り適切 な管理

区分 を実現する こ とで ，後 に BC 長 となる主任 ク

ラ ス や顧 問 と な る 課長 ク ラ ス が 焦点 をあわ せ る

べ き管理対象 ・事項 を識別 し， 効率的か つ 有効な

管理 を可 能と した。以前 には 1 つ の 工 程を管理

して い た主 任ク ラ ス が，複数の 工 程 を束ねた ブ

ロ ッ ク を管理する こ とで ，よ り広 い 視野に立 つ

管理が実践で きる よ うに な っ た 。 同時に ，課長 ク

ラ ス が こ れ ま で 担 っ て い た管理 業務の
一

部が移

譲 され る こ とで ，課長 ク ラ ス に と っ て も，よ り重

要な問題に 注力で きる体制 となっ た 。

　 こ うした管理区分の 変更 に加 えて
，
BC 制度 の

導入 に よる収益改善 テ ーマ の 設定も重点管理 の

実現に 貢献 して い る 。 BC 長は，　 BC の 損益状況

を測定するだ けで な く，現状 を勘案 しなが ら BC

の 収益構造 を解析 し，個 々 に 具体的な収益改善

テ
ーマ を設定 して い る 。 こ の 収益改善 テ

ーマ と

そ の 成果 は
，

さ ま ざま な会議体に お い て 定期的

に報告 ・検証され る 。 その ため
， 顧問は

， 会議で

報告 され る採算の 悪 い BC の 業績向上 に 注力する

こ とが で き，収益改善 テ ーマ の 目標達成 に 向け

た指示 ・指導を行 い や す くな っ た 。

　 具体的 に は，BC 長が重点的に管理す る の は，

人の貸 し借 りによ る 「人件費の 削減」と 「ロ ス の

削減」で ある 。 BC 長は
， 人件費ならび に ロ ス に

関するデ
ー

タを金額 として把握する こ とで
， BC

の 採算性 向上 に 努め て い る ae｝。 こ の こ と は
， 上

述 の BC 長の 業務内容や権限 に よる 部分で ある 。

人の貸 し借 りに 関 して は
， 導入当初は

， 各 BC 長

が月ご とに シ ュ ミ レー
シ ョ ン し人数を決め て い

た が ， 現在で は
， 判断 ・行動が 迅速 にな り毎朝の

ミ ー
テ ィ ン グ で 決定で きて い る （n ｝。「ロ ス の 削

減」に関 して も，BC 長はチ ーム メ ン バ ーに対 し

て 適切 な 目標 と指導 を与える こ とで
， その 効果

をあげて い る Q

〔3 ）コ ミュ ニ ケーシ ョ ン の 円滑化
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ミニ ・プ ロ フ ィ ッ トセ ン タ
ーの 相kil依存関係 マ ネ ジ メ ン トへ の 役立 ち

　 3 つ め は， コ ミ ュ ニ ケ
ーシ ョ ン の 円滑化で あ

る 。 利益管理 に 関する教育 ， 会議 ， 対話 を通 じて

BC 長間 ，
　 BC 長 と顧問の 間で 情報 ・知識共有が

進ん で い る 。

　 まず，BC 長で ある主任 ク ラ ス と顧問であ る課

長 クラ ス の 垂直的 コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン が盛 ん に

な っ た 。 BC 制度の 導入 プロ セ ス で は ，当初か ら

BC 長 に対 し て導入 の意図 に つ い て十分な説明 を

行 うととも に ，損益計算の仕組み に つ い て ，し っ

か りと教育を行 っ た。そ の 後も，利益管理に 関す

る教育や 会議 とい っ た対話の 機会 を通 じて ，市

場 売価の 動向や収益改善テ
ー

マ に つ い て話 し合

われて い る 。 会議 で は
，
BC 長の 作成 した損益計

算書 な ら び に 利益管理 に 関す る 会計情報が ア

ジ ェ ン ダとな り，各 BC の 黒字化 に 向け て 垂直的

コ ミ ュ ニ ケ
ーシ ョ ン が展開 されて い る 。 こ の 垂

直的 コ ミ ュ ニ ケ
ーシ ョ ン は，各BC の 自律的調整

活動で 生 じ る 諸問題を解決す る の に役立 っ て い

る c12｝。

　次 に，BC 制度の 導入に よ り水平的関係であ る

BC 長間の コ ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ン も盛ん にな っ た 。

特 に，類似機能BC 間で ラ イ ン の 故障，生 産 の 遅

れ な どが生 じた 場合に
， 協力 し て 問題解決に あ

た っ て い る 。 時 には
，
BC 長の 判断に よ り類似 機

能BC に生産を委託す る こ と もある 。 こ うした協

力関係がある
一方で ，類似機能 BC の 計画 ・活動 ・

業績が 比較され て い る 。 その た め，類似機能 BC

の存在が，BC 長に競争意識を芽生 えさせ る要因

に もな っ て い る ｛13）。

　さ らに，人 の貸 し借 りを ス ム ーズ に行 うため

に ，類似機能 BC だ け で な く前後 BC 長の 間の コ

ミ ュ ニ ケーシ ョ ン も盛ん にな っ た 。 作業計画や

進捗状況等に つ い て の 対話 か ら， 原価低減の 効

果が 高 い 工 程 リ ダク シ ョ ン が可能 となり，
一

部

で は，BC の 余分 な仕事量を減ら した り，BC を

統廃合 した りする事例 もで て い る 個 。

2，BC 制度の 逆機能 と対策

　BC 制度の 導入 は
，

こ うし た効果をあげる
一

方

で ，い くつ か の 課題 も生 じさせ た 。 こ れ らの 課題

は，BC 制度の 効果を順 機能とすれ ば ，それ らに

付随的に生 じる副作用 ，つ ま り逆機能に よる も

の で ある 。 イン タ ビ ュ
ー調査か ら，BC 長の業務

負担 の 増大 ， 原価低減努力の不可視化，お よび原

価低減手法の 不足 とい っ た課題 が明 らか に な っ

た 。

（1）業務負担の増大

　 1 つ め の 逆機能は ， 業務負担 の 増大で ある 。

BC 長は
， 月次損益計算書や収益管理 の た め の 資

料作成が求め られ る 。
こ れ ら の 資料 は，月次の 業

績検討会や原価検討会な ど の 会議にて使用 され

る。そ の た め，「BC 長 に は，月次損益計算書 を作

りた くない とい う反応 も正 直ある 」（Y 氏） との

コ メ ン トの よ うに，BC 長 の業務負担は増大 して

い た こ とが伺える。加えて ，BC 制度の 導入 に よ

り，
一

時，会議の 回数や 時間が増 え，BC 長か ら

は会議が多す ぎる と い う意見も聞か れ た 。

　 こ うした声 を受け，現在で は ，会議で 使用 する

資料作成 を簡略化 し，会議の 数や 時間 を減 らす

取 り組み を始め て い る 。

（2）原価低減努力の不可視化

　 2 つ め の 逆機能は，原価低減努力の 不可視化

で ある 。 BC 長 は，原価低減に よる BC の 黒字化

達成の 如何が 問わ れ る。しか しなが ら，担当す る

製品に よ っ て は，原価低減以外の 要因が BC の 黒

字化を大 きく左右す るケース が出て きた 。

　 まず ， 売価 の 下落が 激 しい 製品を担当す る場

合 で あ る 。 BC の 売上 高は
， 市場売価が 下 落 した

場合，下 落後の 金額 を基準に して算 出され る 。 そ

の ため ，原 価低減額以上 に市場売価が下落 した

場合は ，BC は 赤字となる 。 た とえ ， 大幅 な原価

低減額 を達成 して い て も ， 市場売価の 下 落 に よ

り，その 成果が打ち消 され て しまうの で ある 。

一

方 ， 高付加価値製品を製造 し て い る場合 に は ，も

原価計算研 究 2004Vd ．28　No．2 33

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japan Cost Accounting Association 

NII-Electronic Library Service 

The 　Japan 　Cost 　Aooounting 　Assooiation

とよ り利益幅が大 きい ため
， 原価低減努力が小

さ くて も， 容易に BC は黒字化する 。 こ の よ うに
，

各BC の売上高が市場売価等 に強 く影響 され る た

め ，結果 として，製造現場で重視 され るべ き原 価

低減努力 に対する評価を相対的に弱め る こ とと

な っ た 。

　 こ うした問題は，今回の 調査期 間の 半ば に，A

社が顧客企 業の 要請に 応 じて 中国 に新規工 場 を

設立 した こ とか ら顕在化 した 。 国内工 場 の 仕事

の 半分 を中国工 場に移管 し，国内工 場で は主 と

して高付加価値製品を扱 うこ とにな っ たため に ，

原 価低減努力の 不可視 化 を生 じさせ た の で あ る 。

加 えて，製造 ライ ン を機能別 に区切 っ て BC が設

定 され て い る た め ，BC 長が 製造す る 製品種 を選

択する こ と も困難で ある 。 つ ま り，扱 う製品の 如

何が BC の 収益性に及ぼす影響が大 きい に も関わ

らず ， 製品種 を選択する権限は BC 長に は 与え ら

れ て い ない の で ある 。 また，収益性 に基づ い て

BC は業績評価 され る た め ，　 BC 長の 不 公平感 を

増幅 させ る こ ととな っ た 。 こ の こ と は 管理 可 能

性 の 問題 で もあ り ， 擬 似 MPC で あ る BC 制 度で

は 自律的調整活動に 対 して 限界が ある こ とを示

して い る 〔15）。

　 A 社で は，対策 と して ，上述 の 目標管理制度の

なか で BC の抱 える テ
ーマ の 難易度ご とに 目標を

設定する よ うに し ， 業績評価へ の 配慮が な され

て い る 。

（3）原価低減手法の不 足

　 3 つ め の逆機能は ， 原価低減手法の 不足 であ

る 。 各 BC の 製造原価 は
， 材料 など の 単価 に消費

量を掛 けて算定 される。製造現場は
， 本来，加工

な どの ロ ス を減 らすな ど量の 側面で の 原価低減

が求め られ る 。 しか しなが ら，BC 制度導入 か ら

一
定期 間を経 て

， 制度が定着 して きた こ と もあ

り， 目先の 成果 を求め ， 単価の 側面 に注 目す る

BC 長が現れ て きた 。

一
部の BC 長が ， 購買部 門

に 単価の切 り下げを要請する こ とが度 々 み られ

た の で ある 。 材料単価の 削減 は
， 購買部門の 成果

で あっ て
， 製造現場 の 改善に よ る 成果で は な い 。

他 に も，BC 長の なかには．突然の 増産要請に備

えて，バ ッ フ ァ
ーを抱 え込 む者 もでて きた。

　 こ の 対策として，最近 ，各BC の 自律的調整機

能を弱め，発注情報 を生 産管理部 門が集約 する

形 に 変更 した 。 しか しなが ら，量の 側面で の 原価

低減 をサ ポ
ー

トす る手法や ア イ デ ア
， 情報 を提

供する とい っ た本来的な解決策は提示で きて い

ない 。

　 こ の よ うに ， A 社は BC 制度の 逆機能の顕在化

に対策 を講じて きた 。 た だ し ， 擬似 MPC で あ る

BC 制度 で は ，　 BC 長 の 権限 は 限 られ て お り，各

BC の ア ウ トプ ッ トの 設定売価，生産量お よ び製

造 品種 を決定 した り，外販 した りす る 権限 は

もっ て い ない 。 もと よ り， BC 制度導入 の 目的は
，

主任 ク ラ ス の マ ネジ ャ
ーの 人材育成 と製造現場

の 利益体質を強化する こ と で あ っ た。その 手段

と して ，戦略的事業 目標 の もと，各BC 長が ロ ス

と人件費を削減 し， BC の 黒字化を目指す仕組み

が 構築 され て い た の で あ る 。 そ の 目的 の 観点か

ら一定の 成果をあげた現在，BC 制度 に よ る 相互

依存関係の 積極的展 開を A 社 は
一

段落 させ た状

況に ある とい える Clfi）。

V［ 結論 ：相互依存関係マ ネ

　　　ジ メン トへ の役立ち

　本稿の研究 目的は ，MPC や それ が もた らす管

理 会計情報 の 機 能が ， 相 互依存関係 の マ ネ ジ メ

ン トをい か に 強化 して い る の か を探求する こ と

であ っ た。そ こ で ，以上 の よ うな A 社 の BC 制度

導入 プ ロ セ ス の 観察 を通 じて 確認 され た効果 と

逆機能 を ， 相互依存関係マ ネジメ ン トの 観点か

ら再構成 して み よ う　（図表 4参照）。

　まずは ，導入効果 と して，リ
ー

ダ
ー

の 意識変

化，重 点管理 の 実現，そ して コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン

34 原価計算研 究 2004VoL28 　Ne ，2

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japan Cost Accounting Association 

NII-Electronic Library Service 

The 　Japan 　Cost 　Aooounting 　Assooiation

ミニ
・プ ロ フ ィ ッ トセ ン タ

ーの 相互 依存 関係マ ネジメ ン トへ の 役 立ち

の 円滑化 とい う3点を指摘 した 。 BC 制度導入前

には，物量情報 を共通言語 とした細分化 された

工 程別管理 か ら ，
工 程を束ね た ブ ロ ッ ク管理 へ

と展開 して きた。BC 制度導入後は ，現場に 権限

を委譲 し，セ ル フ ・マ ネ ジメ ン トに必 要な会計情

報 を現場で 作成するこ とに なる 。 また ，従来使 っ

て きた物量情報 と会計情報 を組み合わせ て 共通

言語 とす る こ とで ， 収益性意識が醸成され て き

た。そ の 結果，人の貸 し借 りや意見交換など 日常

的な問 題解決の た め に ，
ミ ドル

ーロ ワ
ー・

マ ネジ

メ ン ト間，製 品ラ イン上 の 隣接す る BC 間，類似

機能を もつ BC 間で の 自律調整活動を推進する

方向に ，相互依存関係 マ ネジ メ ン トが 強化され

た とい えよ う、こ れ ら の 効果は ，レ ビ ュ
ー

した先

行研究の結果 と も合致す る 。 また，ミ ドル ・マ ネ

ジ ャ
ー

に と っ て も，業務 に 占め る 日常業務管理

の ウ エ イ トが減 り，よ りマ ク ロ な視点に 立 つ と

と もに ，重点管理へ 業務 シ フ トす る こ とが 可能

に な っ た 。

　
一

方，導入 の 逆機能と して，業務負担の 増大，

原価低減努力の 不可視化，な らび に原 価低 減手

法の 不 足 とい う 3 点を指摘 した 。 相 互依存関係

マ ネジメ ン トの 観点か らは
， ミ ドル ーロ ワ

ー・マ

ネ ジ メ ン ト間 の イ ン タ ーラ ク シ ョ ン は ど の 程度

にす べ きか，ス コ ア カ ー
ドに含め る指標は何か ，

イ ン セ ン テ ィ ブ ・シ ス テ ム との連結は い か にす

る の か，と い っ た問題 が顕在化 した とい えよう。

　また
，
A 社で は

，
　 BC 制度の 導入当初は

， 複数

の BC を束ねたグ ル ープBC を組織化する こ とで ，

さらなる相互依存関係 マ ネジ メ ン トの 展開 を企

画 して い た 。 しか しなが ら
， 中国進出 の 余波 ，

BC

制度の 効果 と逆機能を勘案 して ，そ うした展開

は中止 され た 。
つ まり， BC 制度に よ る さ らな る

相互依存関係 マ ネジ メ ン トの強化で は な く，そ

の 適正化 へ の 方針転換 で ある 。今後は
， 中国進出

に よる前提条件の 変化へ の 対応，顕 在化 した逆

機能へ の 対策 に 向けた動 きが予想 され ，引 き続

き，観察 を続け る必要があ る 。

　そ の 他の 含意 として ， 本研究 は経時的ケ
ー

ス

ス タ デ ィ を用 い た 管理 会計 シ ス テ ム の 導 入
・

チ ェ ン ジ研 究で あ っ た “ 7｝。 紙幅の 都合等か ら導

入 ス テ
ージに沿 っ た形で は詳述で きなか っ たが ，

図表 4　BC 制度導入の相互依存関係 マ ネジメ ン トへ の影響

順機能 逆機能

リ
ーダー

の意識変化 業務負担の増大
相
互
依
存
関
係
の

強
化

重点管理の 実現 原価低減努力の 不可視化

相
互

依
存
関
係
の
適
正

化

コ ミュ ニ ケー
ショ ン の円滑化 原価低減手法の不足

疑似MPC 制度の導入経過
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BC 制度がなぜ，どの よ うに採用 ・変更されて き

た の か を，現場の 人々 の 反応 も含め て 観察す る

こ とは で きた 。 A 社の BC 制度は
， 試行錯誤 を繰

り返 しなが ら，仕組み を構築 してお り，そ の シ ス

テ ム 構築 の プ ロ セ ス を観察す る こ との 意義が

あ っ た と考え て い る 。 た だ し，ア ウ トプ ッ トの 売

買が なされない 擬似 MPC 採用の 実質的な意義は

何 なの か （三矢 ，2003）とい う問 い には，本稿で

は 十分に答えきれ て い な い
。 その ため，A 杜 にお

けるBC 制度の 今後の 経過や 他社の ケ
ー

ス 研究の

さらなる蓄積が必要で ある 。

　最後に，BC 制度の 構成要素 と効果 ・逆機能 と

の 関係 に つ い て も，十分 な検討が行 われて い な

い
。 そ の た め

， 当事業部 に お ける 全 BC 長を対象

と した質問票調査 をすで に 実施 して い る。そ の

調査結果 と分析 に つ い て は，稿 を改 め て 報告す

る予定で ある 。

（注）

（1＞MPC は，中間生産物 に 対 して 外部企業と の 売買を行

　うリ ア ル MPC と，そうで は ない 擬似 MPC とに 区分

　され て い る （Cooper，ユ995＞。 こ の よ うな区分 に 関す

　る 議論は
，

三 矢 （2003）を参照 され た い
。

  現在まで の イン タ ビ ュ ・一・調査 の 経過 は以 下 の 通 りで

　ある 。A 社 の ご協力 に 対 し，記 して 感謝申し上 げま

　す 。

・2001年 4月 3日 13：00−15：00

　経営企画部 4 名 ， 業務改革推進本部 グ ル ープ マ ネ

　ジ ャ
ー1名。

・2002年 2月 15日 13；3（L16：00

　業務改革推進本部グル ープマ ネジ ャ
ー1名 ， BC顧問

　と BC 長の 各 1名。

・2002年 6月 28 日 13：30−16：00

　BC 顧問と BC 長の 各 1名，（工場視察を含む）。

・2003年 5月 30 日 14：0a17：00

BC 顧問 1 名，人事部 1名。

・2003年 9月 2 日 14：00一ユ6：30

36

　BC 顧問 ユ名，人事SS　1名，　 TPM 推進 グ ル ープマ ネ

　ジ ャ
ー

ユ名。

（3）事業部や業務 に よ っ て 各 BC の メ ン バ ー
数 に は，相

　当の バ ラ ッ キ が み られ た。

  もち ろ ん，顧 客企業 の 月次，週次 とい っ た よ り長 い

　ス パ ン で の 発注量 の 総額 は 事前確定的 で はあ る が，

　顧客企業か らの 日々 の 発注量 は よ り流動的で ある。

（s）BC 長は 顧問に 対 して，設備投資を提案 した り，人件

　費削減の た め に BC の チーム メ ン バ ー
の 異 動 を要 請

　 した りす る こ と もある 。

  A 社で使用 して い る 付加価値係数 とは，事業部で 製

　造す る 全製晶原価 に 占め る 各 BC の 製造原価 の 標準

　的割合で あ る 。
つ まり，事業部 に 存在す る 全 BC の 付

　加 価 値係数 の 総和 は 1 に な る。A 社 で は，多品種生

　産を行 っ て い る た め，各BC の 付加価値係数は，担当

　す る 製品の 種類，製造原価，お よ び 製造数量 を勘案

　しなが ら，総合的 に 当該BC の 付加価値 を 見積 も る こ

　とで 決定さ れ て い る 。

（7）こ の こ と は ，オ
ー

ブ ン ブ ッ ク
・

マ ネ ジ メ ン トの 実践

　ともい え る 。 オ
ー

プ ン プ ッ ク ・マ ネジ メ ン トにつ い

　て は，Case （1995）を参照されたい
。

（8）他 に も，導入 して ユ年 も経 て い ない 段階で は
， 間接

　費の 配賦 額 に つ い て 納 得 しな い BC 長もい た 。

（9）こ う した 背景 に は，BC 制度の 導入 に 指導的役割 を

　果 た して い た業務改革推進本部グル
ー

プマ ネ ジ ャ
ー

　の 人事部 へ の 異動が大 きく関係 して い る 。

　　ま た ，BC 制度で は 厳 し く採算性が 問 わ れ る た め
，

BC 長 は収益性 を改善 し続け る こ とへ の プ レ ッ シ ャ
ー

　を感 じて い る よ うで あ る。こ の 点 に 関 して ，Y 氏は

　「担当す る BC に つ い て社長の 入 れ 替えを行 っ て い る

　が ，利益 の あが らな い BC を任せ られ る とな る と不満

　が あ る の で は な い か とい う印象がある」と述べ て い

　る 。こ うした プ レ ッ シ ャ
ーを生 じ させ る要因 に は ，

BC 長 自身の 業務経験，　 BC の チー
ム メ ン バ ーや 設備

　な ど の 資源の 充足性，権限委譲の 問題等が 背後に あ

　る。そ こ で ， 適度なプ レ ッ シ ャ
ー

を保ちなが らBC 長

　の モ チ ベ ーシ ョ ン を高 め る ため に ，
BC の 抱 える テ

ー
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ミ ニ ・プ ロ フ ィ ッ トセ ン タ
ーの 相 互依 存関係 マ ネ ジ メ ン トへ の 役立 ち

　マ の 難易度 ご と に 目標 を設定す る 目標管理 制度が導

　入 さ れ た。目標管理 制度 の 導入 に よ っ て プ レ ッ

　シ ャ
ーが す ぐに 減 じ られ る わ け で は ない が ，BC 長 の

　経験 や努 力 に 対 して
一

定 の 配慮 が な さ れ て い る。

（10）BC 長は労務賓の 計算の ため に作業時間単価 を理解し

　て い る 。
ロ ス の 削減 の 成果は，原材料，消耗品，加

　工 屑 な どの 単価に，消費数量を掛け合 わ せ た 金額 に

　よっ て 把握 して い る 。

（ll）BC 長 の 経験等 に よ り交渉 能 力 に差 が 生 じ，人件費 の

　削減が 思 う様 に 進 ま な い 場合 も考えられ る。対策 と

　して ，生産管理部 は 教育
・
指導 を 丁寧に行 っ て い る。

（12）な お，こ の よ うな会議 の 場 に は複数の BC 長も参加

　して お り，BC 長間の 水平的 コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン も同

　時 に促 され て い る。

  た だ し，生産設備 の 新旧な ど，類似機能 BC 間の 製

　造条件は必ず し も同 レ ベ ル で は な い 。

（14）仕事量 が減 っ た場合 は，BC の 売上高 も減 る 。 そ の

　た め ，仕事量 を減 ら した BC は，他 の BC か ら新 た な

　仕事 を ま わ して も ら う。

  擬似 MPC で あ っ て も，権限委譲 の 程度が 高 け れ ば，

　類似 の課 題が 必ず しも生 じる もの で は ない と思 わ れ

　 る 。

（16Simons （2DOO）が 述べ る よ うに，イ ン ターラ ク テ ィ

　ブ ・コ ン トロ
ー

ル ・シ ス テ ム は 状況 に合わせ て 適用

　す る こ とが 重要で ある。小林 （2001）は，「Simonsの

　見解 に依拠する と して も，相互依存関係 を積極的 に

　展開す る こ と が常に 望ま し い わ けで は な い （p．8）」と

　指摘 し て い る。

  管理会計チ ェ ン ジ研究 の 文献サ
ーベ イに つ い て は，

　吉田 （2003）を参照 さ れ たい 。
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